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新しい総合事業とは…

◆新しい総合事業の構成
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介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○ 二次予防事業
○ 一次予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業の場合は、
上記の他、生活支援サービスを含む要支援者
向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援業務

権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○ 介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

包括的支援事業

○ 地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○ 在宅医療・介護連携の推進

○ 認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等）

○ 生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

全市町村で
実施

＜ 改正前 ＞ ＜ 改正後 ＞介護保険制度



●今後、日本社会は、後期高齢者や単身世帯の増加にともなう介護・生活支援需要の増加に直面

する一方で、生産年齢人口は減少し、要介護者を支える担い手も大幅に不足することが予想さ

れる。

●多様化する高齢者の生活支援ニーズに応えるためには、住民やボランティア、民間企業などの

多様な主体による生活支援体制を地域に構築していくことが不可欠となる。

こうした多様なニーズに対応した多様な主体による様々な生活支援体制が構築され、結果とし

て、専門職としての介護人材が、積極的に身体介護を中心とした中重度のケアに重点化してい

く流れを形成していくことが2025年に向けた基本的な取組の方針となる。

新しい総合事業とは…

◆介護保険制度改正の背景
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厚生労働省「2025年に向けた介護人材にかかる受給推計（確定値）について」より

●2025年に向けた介護人材にかかる受給推計

充足率
94.0％

充足率
91.1％

充足率
85.1％



従前の予防相当 多様なサービス

サービス
種 別

① 従前相当サービス ② 通所型サービスＡ
(緩和した基準によるサービス)

③ 通所型サービスＢ
(住民主体による支援)

④ 通所型サービスＣ
(短期集中予防サービス)

サービス
内容等

現行の通所介護と同様 ミニデイサービス等 自主的な通いの場
生活機能改善
（6か月間）

実施方法 事業者指定 事業者指定 補助 事業者指定

新しい総合事業とは…

◆高松市で実施している新しい総合事業のメニュー
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従前の予防相当 多様なサービス

サービス
種 別

① 従前相当サービス ② 訪問型サービスＡ
(緩和した基準によるサービス)

③ 訪問型サービスＢ
(住民主体による支援)

④ 訪問型サービスＣ
(短期集中予防サービス)

サービス
内容等

●身体介護
入浴介助など － －

専門職による居宅での相談指導等

●閉じこもりに
対する支援

●必要に応じ、
口腔機能向上、
栄養改善指導

（6か月間）

●手すり設置
等の相談

●自主トレー
ニング提案

（6か月間）

●生活援助
掃除、洗濯、買い物など

●生活援助
掃除、洗濯、買い物など

●生活援助
掃除、洗濯、買い物など

－ －
●生活援助
草抜き、ゴミ出しなど

実施方法 事業者指定 事業者指定 補助
直接実施
委託

委託
通所型Ｃと併用

●訪問型サービス

●通所型サービス



＜事業所数＞ ＜利用件数＞

介護予防から総合事業へ移行

新しい総合事業の実施状況
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＜事業所数＞ ＜利用件数＞

介護予防から総合事業へ移行

●訪問型サービス

●通所型サービス



新しい総合事業の見直しの内容
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◆見直しのポイント

Ⅰ 従前相当サービスからサービスＡへの移行を促進する仕組みづくり

利用者の振り分け基準、フロー図を使用したケアマネジメントの実施

Ⅱ 事業費抑制及びサービスAへの事業者参入促進の観点からの単価設定

従前相当サービスの単価設定を、１月当たりの包括単価から、１回当たりの単価に変更

利用者振り分けに伴うサービスAの単価、加算・減算の見直し

Ⅲ サービスＡの事業所指定に係る緩和方策

指定申請手続きの簡素化、負担軽減

人員基準の緩和

◆見直しの内容

Ⅰ 従前相当サービスからサービスＡへの移行を促進する仕組みづくり

従前相当サービスとサービスＡの違いの明確化

ケアマネジメントの際に、利用者の状態像により利用サービスを振り分ける

Ⅱ 事業費抑制及びサービスAへの事業者参入促進の観点からの単価設定

Ⅲ サービスＡの事業所指定に係る緩和方策



従前相当サービスを利用する人

状態像
の目安

①疾病により歩行に支障があ
り、送迎がないとサービス
が利用できない方

②日常生活に支障をきたすよ
うな認知症の症状・行動や
意思疎通の困難さが多少み
られる方

③精神疾患等の疾病があり、
環境の変化が病状等の悪化
につながる恐れのある方

④通所サービスの利用にあた
り、日常生活動作のうち、
「入浴」「更衣」「排せ
つ」のいずれかにおいて見

守り等が必要な方

判断
基準

認定調査結果の「障害高齢者
の自立度」のランクが「Ａ
２」以上

認定調査結果の「認知症高齢
者の自立度」のランクが「Ⅱ
ａ」以上

主治医意見書等により、疾病
の記載が確認できること

認定調査結果の下記項目の
結果がいずれかに該当

「洗身」が「一部介助」以上

「排尿・排便」が「見守り
等」以上

「上着の着脱・ズボン等の
着脱」が「見守り等」

Ⅰ 従前相当サービスからサービスAへの移行を促進する仕組みづくり
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身体介護を利用する人

状態像
の目安

①入浴や排せつ等、身体介護

が必要な方

②日常生活に支障をきたすよ

うな認知症の症状・行動や
意思疎通の困難さがみられ
る方

③精神疾患等の疾病があり、

ヘルパーの交代が病状等の
悪化につながる恐れのある
方

④その他、一時的に身体介護

が必要な方等

判断
基準

認定調査結果の「障害高齢者

の自立度」のランクが「Ａ
２」以上

認定調査結果の「認知症高齢

者の自立度」のランクが「Ⅱ
ａ」以上

主治医意見書等により、疾病

の記載が確認できること

退院直後や骨折の治療中等

※利用期間は、最大３か月を
上限に治癒するまでの期間

◆利用者の振り分け基準 ※事業対象者は、担当介護支援専門員(ケアマネジャー)が、状態像の目安に基づきアセスメントする。

●訪問型サービス

●通所型サービス



Ⅰ 従前相当サービスからサービスAへの移行を促進する仕組みづくり
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◆サービス利用フロー図 （訪問型サービス）

※高松市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱第１１条第１項第３号に定める支給費を支給している事業所を除く



Ⅰ 従前相当サービスからサービスAへの移行を促進する仕組みづくり
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◆サービス利用フロー図 （通所型サービス）

※高松市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱第１１条第１項第３号に定める支給費を支給している事業所を除く



①従前相当サービス ②サービスA ③サービスB ④サービスC

サービス
内容等

身体介護 生活援助 身体介護 生活援助 身体介護 生活援助 専門職による居宅
での相談指導等○ ○ × ○ × ○

現
在

単価

１月当たり １回当たり １回当たり １回当たり

週1回程度
(事、支１・２)

1,168単位/月
週1回まで

(事、支１・２)
225単位/回

サービス提供団体が
設定

※月5回まで

週2回程度
(事、支１・２)

2,335単位/月
週2回まで

(事、支１・２)
225単位/回

※月10回まで

週2回超える程度
(事、支２)

3,704単位/月

変
更
後

単価

１回当たり １回当たり １回当たり １回当たり

週1回まで
(事、支１・２)

266単位/回
週1回まで

(事、支１・２)
225単位/回

サービス提供団体が
設定

※月4回を超える場合 1,168単位/月 ※月5回まで

週2回まで
(事、支１・２)

270単位/回
週2回まで

(事、支１・２)
225単位/回

※月8回を超える場合 2,335単位/月 ※月10回まで

週2回超える程度
(事、支２)

285単位/回

※月12回を超える場合 3,704単位/月

Ⅱ 事業費抑制及びサービスAへの事業者参入促進の観点からの単価設定

9

◆訪問型サービス ＜基本単価等＞

※Ａ(Ⅰ)の単価を据え置きとするため、
サービスＡのＡ(Ⅱ)、Ａ(Ⅲ)の単価に
ついても同様に据え置き、それぞれ
200単位、180単位とする

※今後、国から消費税率の引き上げに伴う措置が示された際に、その変更内容にあわせて変更し、周知する

※変更箇所は、ピンク色の文字の部分



Ⅱ 事業費抑制及びサービスAへの事業者参入促進の観点からの単価設定
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①従前相当サービス ②サービスA ③サービスB ④サービスC

現
在

サービス
内容等

通所介護と同様 ミニデイ等 自主的な通いの場 生活機能改善

3時間以上 半日程度 期間：６か月

単価

１月当たり １回当たり １回当たり １回当たり

週1回程度
(事、支１)

1,647単位/月
週1回まで
(事、支１)

328単位/回

サービス提供団体が
設定

週1回 305単位/回
※月5回まで

週2回程度
(事、支２)

3,377単位/月
週2回まで
(事、支２)

328単位/回

※月10回まで

変
更
後

サービス
内容等

通所介護と同様 ミニデイ等 自主的な通いの場 生活機能改善

3時間以上 ３時間以上 期間：６か月

単価

１回当たり １回当たり １回当たり １回当たり

週1回まで
(事、支１)

378単位/回
週1回まで

(事、支１・２)
328単位/回

サービス提供団体が
設定

週1回 305単位/回
※月4回を超える場合 1,647単位/月 ※月5回まで

週2回まで
(事、支２)

389単位/回
週2回まで
(事、支２)

328単位/回

※月8回を超える場合 3,377単位/月 ※月10回まで

※変更箇所は、ピンク色の文字の部分◆通所型サービス ＜基本単価等＞

※今後、国から消費税率の引き上げに伴う措置が示された際に、その変更内容にあわせて変更し、周知する



従前相当サービス サービスＡ サービスＣ
生活機能向上

グループ活動加算
100単位/月 100単位/月 －

運動器機能向上加算 225単位/月 150単位/月 －

栄養改善加算 150単位/月 150単位/月 150単位/月

口腔機能向上加算 150単位/月 150単位/月 150単位/月

選択的サービス
複数実施加算

（Ⅰ）運動・栄養・口腔のうち
【2つ実施】480単位/月

（Ⅱ）運動・栄養・口腔のうち
【3つ実施】700単位/月

（Ⅰ）運動・栄養・口腔のうち
【2つ実施】480単位/月

（Ⅱ）運動・栄養・口腔のうち
【3つ実施】700単位/月

【栄養・口腔両方実施】
480単位/月

事業所評価加算 120単位/月 120単位/月 －

サービス提供体制
強化加算

（Ⅰ）イ 事・支１ 72単位/月
事・支２ 144単位/月

（Ⅰ）ロ 事・支１ 48単位/月
事・支２ 96単位/月

（Ⅱ） 事・支１ 24単位/月
事・支２ 48単位/月

－ －

生活機能向上
連携加算

200単位/月
※運動器機能向上加算を算定
している場合 100単位

200単位/月
※運動器機能向上加算を算定
している場合 100単位

－

栄養スクリーニング
加算

5単位/回
（6月に1回を限度）

5単位/回
（6月に1回を限度）

－

介護職員
処遇改善加算

（Ⅰ） 所定単位×5.9％
（Ⅱ） 所定単位×4.3％
（Ⅲ） 所定単位×2.3％
（Ⅳ）（Ⅲ）の90％
（Ⅴ）（Ⅲ）の80％

－ －

利用定員を超える
場合の減算

×70％ ×70％ －

看護・介護職員の員
数が基準に満たない

場合の減算
×70％ ×70％ －

中山間地域等
サービス提供加算

5% 5% －

若年認知症利用者
受入加算

240単位 － －

同一建物減算
事・支１ －376単位/月
事・支２ －752単位/月

－87単位/回 －

送迎減算 － － －

Ⅱ 事業費抑制及びサービスAへの事業者参入促進の観点からの単価設定
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※今後、国から消費税率の引き上げに伴う措置が
示された際に、その変更内容にあわせて変更
し、周知する

従前相当サービス サービスＡ

初回加算 200単位 150単位

生活機能向上
連携加算

（Ⅰ） 100単位/月
（Ⅱ） 200単位/月

（Ⅰ） 100単位/月
（Ⅱ） 200単位/月

介護職員
処遇改善加算

（Ⅰ） 所定単位×13.7％
（Ⅱ） 所定単位数×10％
（Ⅲ） 所定単位×5.5％
（Ⅳ）（Ⅲ）の90％
（Ⅴ）（Ⅲ）の80％

－

介護職員初任者研修
課程修了のサービス
提供責任者配置減算

×70％ －

同一建物減算 ×90％ ×90％

特別地域加算 15% 15%

中山間地域小規模
事業所加算

10% 10%

中山間地域サービス
提供加算

5% 5%

有資格者による
サービス提供加算

－ 5単位/回

●訪問型サービス ●通所型サービス

※青字は、2019年10月から2021年3月末までの
時限措置とする

◆訪問型・通所型サービス ＜加算・減算＞

※変更箇所は、ピンク色の文字の部分



Ⅲ サービスＡの事業所指定に係る緩和方策
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◆指定申請手続きの簡素化、負担軽減

・指定申請の際の添付書類の省略

・指定申請手数料の免除

◆人員基準の緩和 （訪問型サービス）

・訪問介護等と訪問型サービスAとの一体的運用を可能とする（平成31年4月～）

訪問介護 従前相当サービス 訪問型サービスＡ

個別
運営

管理者：常勤・専従１
サービス提供責任者：
　利用者数に応じて必要
　とされている人数
訪問介護員：常勤換算2.5以上

同左

管理者：専従１
訪問事業責任者：必要数

従事者：必要数

一体的
運営

（従来の人員基準）

一体的に訪問介護等を運営する場合、訪問介護等で基準を満た

していれば、従前相当サービスの基準を満たすものとみなす

【今回の人員基準の緩和】

一体的に訪問介護等を運営する場合、訪問介護等で基準を満たしていれば、従前相当

サービス及び訪問型サービスＡの基準を満たすものとみなす

※通所介護等と通所型サービスAとの

一体的運用については、平成30年

4月から可能としている



今後のスケジュール
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2018年度 2019年度

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

チラシ等による新規利用
者、ケアマネジャーへの
周知徹底

サービスAの指定申請
手続きに係る負担軽減

振り分け基準を使用した
ケアマネジメントの実施

単価改定

事業所説明会
(訪問、通所、居宅)

新規利用者

第2回(集団指導) （予定）

更新利用者は１年かけて順次運用
(2020年10月～全面運用)

単価改定(時限的な加算追加は2021年3月末まで)

平成31(2019)年4月1日～2020年8月31日までに、対象事業所がサービスAの
指定申請を提出した場合、添付書類の省略及び指定申請手数料の免除



【参考】 訪問型サービスＡにおける見直し（H30.4.1～）
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◆人員基準

●訪問事業責任者及び従事者の資格要件
追加

◆従事者養成研修

資格要件

・介護福祉士

・実務者研修修了者

・介護職員基礎研修課程修了者

・訪問介護員養成研修１級課程修了者

・看護師、准看護師

・訪問介護員養成研修２級課程修了者

・家政士（H30.4.1～）

・生活援助従事者研修修了者（H30.10.1～）

・市が指定する研修の修了者

●ヘルパー等の資格を有しないものに対して行う
従事者養成研修の実施方法の変更

項目 内容

実施主体 訪問介護等を実施している事業所

受講対象者 市内で訪問型サービスＡの訪問事業責任者
又は従事者として従事しようとする方

提出書類 ①高松市介護予防・生活支援サービス提供者
養成研修実施事業者届出書

②研修講師の要件を証する書類

研修内容等 本市が指定する科目・時間数
（本市が作成するテキストを使用）

講師の要件 現に訪問介護事業所等サービス提供責任者の
職にあるもの

※詳細は高松市ホームページを御覧ください

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/
kaigohoken/ichiran/kaigoyobou/youseikensyubosyu.html



事業所ごとにいずれかを選択

【参考】 通所型サービスＡにおける見直し（H30.4.1～）

◆人員配置基準等

●通所介護等と通所型サービスAとの一体的運用を可能とする

単独運営 通所介護等と一体的に運営

職員の区分 区分が不要 区分が不要

サービス提供 別プログラムを行う時間は別グループで実施 別プログラムを行う時間は別グループで実施

定員 別々に設定 一体的に設定

人員基準
（介護職員・
従事者）

従事者
利用者 ～15人 専従１
利用者 15人～ 利用者1人ごとに0.1人

従事者
利用者※ ～15人 専従１
利用者※ 15人～ 利用者1人ごとに0.2人

※通所介護等とサービスＡの合計利用者数

(１) 通所介護等と通所型サービスＡの間での職員の区分を不要とする

(２) 通所介護等と通所型サービスＡでグループを分けずにサービス提供を行うことを可能とする

(３) 通所介護等と通所型サービスＡの利用者の合計に対して通所介護等の人員基準を満たすことを条件に、

定員の一体的な設定を可能とする

＜通所介護等と通所型サービスＡを同一の部屋で同時に実施する場合＞
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ランク 判断基準 見られる症状・行動の例

Ⅰ
何らかの認知症を有するが、日常生
活は家庭内及び社会的にほぼ自立し
ている

Ⅱ

日常生活に支障を来たすような症
状・行動や意思疎通の困難さが多少
見られても、誰かが注意していれば
自立できる

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態がみられる
たびたび道に迷うとか、買物や事務、
金銭管理などそれまでできたことに
ミスが目立つ等

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる
服薬管理ができない、電話の応対や
訪問者との対応など一人で留守番が
できない等

Ⅲ
日常生活に支障を来たすような症
状・行動や意思疎通の困難さが見ら
れ、介護を必要とする

Ⅲa
日中を中心として上記Ⅲの状態が見
られる

着替え、食事、排便、排尿が上手に
できない、時間がかかる。
やたらに物を口に入れる、物を拾い
集める、徘徊、失禁、大声・奇声を
あげる、火の不始末、不潔行為、性
的異常行為等

Ⅲb
夜間を中心として上記Ⅲの状態が見
られる

ランクⅢａに同じ

Ⅳ
日常生活に支障を来たすような症
状・行動や意思疎通の困難さが頻繁
に見られ、常に介護を必要とする

ランクⅢに同じ

Ｍ
著しい精神症状や問題行動あるいは
重篤な身体疾患が見られ、専門医療
を必要とする

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等
の精神症状や精神症状に起因する問
題行動が継続する状態等

【参考】 障害高齢者の自立度、認知症高齢者の自立度
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◆障害高齢者の日常生活自立度 ◆認知症高齢者の日常生活自立度

ランク 状態

生
活
自
立

Ｊ
何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立して
おり独力で外出する

1 交通機関等を利用して外出する

2 隣近所へなら外出する

準
寝
た
き
り

Ａ
屋内での生活は概ね自立しているが、介助なしには外
出しない

1
介助により外出し、日中はほとんどベッドから離れて
生活する

2
外出の頻度が少なく、日中も寝たり起きたりの生活を
している

寝
た
き
り

Ｂ
屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上
での生活が主体であるが、座位を保つ

1 車いすに移乗し、食事、排泄はベッドから離れて行う

2 介助により車いすに移乗する

Ｃ
1 日中ベッド上で過ごし、排泄、食事、着替において
介助を要する

1 自力で寝返りをうつ

2 自力では寝返りもうてない


